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解禁日ご協力のお願い
ニュースのワイヤー送信やウェブサイト掲載をはじめとするメディア使用の解禁日：

日本時間： 2004年9月29日（水）午前1時〔新聞は同日朝刊より解禁〕

米国東部標準時間：2004年9月28日（火）午後12時
成長と貧困削減を促す決め手は

政策リスク、コスト、及び競争障壁の緩和：

世界銀行「世界開発報告2005」で指摘

2004年9月28日、ワシントン－成長と貧困削減を促進するには、政策リスクやコストの軽減、企業間（農家や小規規模起業家からローカルな製造業者や多国籍企業まで）の競争を妨げている障壁の撤廃が、政府主導で行われなければならない －本日発表された世界銀行の年刊刊行物「世界開発報告2005」はそう指摘している。

「良好な投資環境は、成長や貧困削減を進める上で中心的な役割を担っています。活気ある民間セクターは雇用を創出し、生活水準の向上に必要なモノやサービスを提供します。また、保健・衛生、教育やその他のサービスといった公共投資に必要な税金も納めてくれます。しかし、政府が不当なリスクやコストを掛けたり障壁を作るために、そのような企業による貢献が脇に追いやられてしまっているのが実情です。」

「より良い投資環境とは（仮題）」と題された本報告書は、53の途上国における30,000社以上の企業に対する調査、世銀の年刊刊行物である「ビジネス環境の現状」の基礎となるデータベース、国別ケーススタディ、そしてその他の調査結果を基に作成された。本書では、各企業が生産的に投資を行い、雇用を創出し、規模を拡大できるような機会やインセンティブを政府が拡大していくことが、投資環境の改善につながるという点に焦点が当てられている。

政策に関連したリスクは、途上国の企業が最も感心を寄せている問題である。その中でも、不安定なマクロ経済、独断的な規制、所有権保護の脆弱性といったリスクと絡めて、政府の政策の内容や実施に関する不透明さが一番の懸念事項であった。これらのリスクは、生産的な投資や雇用創出の機会を遮断し、インセンティブを低迷させる要因となる。グアテマラの約90％近くの企業や、ベラルーシやザンビアの70％以上の企業は、規制の解釈が当てにならないと回答している。バングラデシュにおける80％以上の企業や、エクアドルとモルドバの70％以上の企業は、裁判で自社の所有権を維持できるだけの信用を持ち合わせていないという結果が出ている。政策の予見可能性を高めるだけでも、新規投資の可能性を30％増加させることにつながると、本書は報告している。

企業が負担する政策関連コストも甚大であり、潜在的な投資機会の多くが不採算となってしまう可能性もある。最近世銀が発表した「ビジネス環境の現状2005」では、時代遅れで計画性に欠ける規制がもたらす負担は多大であるということが明らかとなった。「世界開発報告2005」は、規制は大きな問題の一部であると指摘している。

不安定な電力供給やその他インフラ、犯罪、そして汚職には、規制がもたらす以上のコストがかかる。これらのコストは、無効力な契約執行や煩わしい規制と合わせると、売上の25％以上、すなわち企業が通常支払う税金の3倍以上に相当することとなる。不安定な電力供給にかかるコストだけでも、エリトリアやケニアでは売上の10％に相当する。また、犯罪にかかるコストでは、アルメニア、アゼルバイジャン、及びペルーにおける売上の10％以上に相当することが明らかとなった。賄賂は、アルジェリア、カンボジア、そしてニカラグアでは、6％以上に相当する。

競争に対する障壁も蔓延しており、持続可能な成長の鍵となる生産性の刷新と向上を企業が推し進める妨げともなっている。高リスク・高コストは競争を制限するが、市場参入・撤退に政策上の障壁を設けたり、企業の反競争的行為への不十分な対応によって、政府も競争を制限している。ポーランドの90％近くの企業は、強力な競争圧力を感じており、これはグルジアの企業の2倍以上である。強力な競争圧力によって、イノベーションを引き起す可能性が50％以上増加すると、本書は報告している。

リスク、コスト、及び障壁の程度や内容は、各国で異なるだけでなく、国内でもまちまちである。これはブラジル、中国、インドの州や県で見受けられるが、小国でも同じことが言える。国や自治体は、投資環境の改善に果たすべき役割をそれぞれ担っている。

小規模企業、なかでもインフォーマル経済に属する企業は、脆弱な投資環境の悪影響を最も受けやすい。本報告書では、これらの企業は金融や公共サービスへのアクセスを得がたく、裁判所でも信用が薄く、規制を解釈するのが困難であると感じていることが明らかとなった。自家発電といった固定費にかかる制限も不均衡な負荷を小規模企業に課していると報告している。

進展を見るためには政策の変革以上の取り組みが必要

「調査した企業の90％以上が、政策と実務のギャップを感じていると報告しています。インフォーマル経済は、多くの途上国においてその生産活動の半分以上を占めています。政府はこのギャップを縮め、投資環境の弱体化につながりかねない失策の原因をさぐらなければなりません」と、本報告書の首席執筆者であるワッリク･スミスは述べている。

投資環境の改善には、法律や政策の変化を伴うものだが、本報告書は、政府が投資環境を改善する上で取り組むべき課題として以下の4点を掲げている。

汚職や様々なレントシーキング（たかり等）の抑制：途上国企業の大多数は、役人との取引に賄賂を支払わなければならないと報告している。これら企業はまた、汚職を最も大きな障害に挙げている。政治にコネのある企業が使う影響力によって、政策やその実施が損なわれている。

政府主導の政策に対する信頼性の構築：新たな法律を可決しても、その法律の有効性や継続性に企業が疑いを持っている限り、何のインパクトも発揮しない。

政策改善に向けたパブリックサポートの醸成：より生産性の高い社会の構築に向けて一般から支援を得ることが出来なければ、改革は遅れ、持続性も疑わしくなる。

ローカルのニーズや状況に即した政策対応：深い議論もせずに他国のアプローチを真似ると、思わしくない結果をもたらすことになる。

投資環境の基盤固めに努める

政府は、企業や経済活動の利益となるような良好な投資環境の基盤整備に努めるべきである。本報告書では、下記の4分野における経験から得た知見について検討している。

安定とセキュリティ：所有権の保護は良好な投資環境を整備する上で不可欠である。ポーランド、ルーマニア、ロシア、スロバキア、そしてウクライナにおいて、権利が保護されていると思われている企業は、そうでない企業と比べて、利益の14から40％増の再投資を行っている。土地やその他の所有権の証明、契約履行の強化、犯罪件数の軽減、政府収用の抑止という取り組みによって権利はさらに保護される。

規制と課税：規制と課税は良好な投資環境の整備やその他の社会的な目標を達する上で重要な役割を果たしている。しかし、アプローチの仕方によっては不必要なリスク、障壁、また競争を招くこともあり、それがインフォーマル経済の拡大につながる。成功している改革とは、例えばウガンダやベトナムで見られるように手続きを合理化し、ケニヤやペルーのように税務管理を改善し、モロッコやガーナのように税関業務を近代化することを指す。

金融とインフラストラクチャー：金融とインフラストラクチャーは、多くの投資整備に不可欠である。政府自体が金融やインフラといったサービスの提供を行うより、これらサービスを提供してくれる企業を呼び込むための投資環境整備に力を注いだ方が、より好ましい結果が得られる。

労働者と労働市場：良好な投資環境が整備されると、人々はより良い仕事に就きやするなる。政府は技術者の労働力を育成し、労働市場への介入が全ての労働者のためとなるよう努めなければならない。また、経済がよりダイナミックに移行していく中で労働者が変化に対応できるよう支援しなければならない。

基礎固めをせずに特定の企業や特定の政策に関連した活動に焦点をあてるのは危険な戦略だと本報告書は指摘している。

「政府は何世紀もの間選択的に介入を行ってきました。しかし必ず成功する戦略が無いことは国際的にも明らかとなっています。多くの場合そのような介入は間違ったものでした。」とマイケル・クライン 世界銀行・国際金融公社（IFC）民間セクター担当副総裁 兼 IFCチーフ・エコノミストは述べた。本報告書は様々なアプローチを検証し、このような戦略特有のリスクを軽減するガイドラインを示唆している。

完璧さではなく永続性が重要

中国、インド並びにウガンダの成功例を取り上げて、全てを一度に行う必要はないと本報告書は強調している。むしろ、企業が直面する重要な問題に対応し、進行している改善のプロセスを持続させることで大きな進展が起きると指摘している。所有権の改善に努めている中国では、最初に行った改革が様々な改善を生み出し投資環境のあらゆる側面に波及した結果、4億人が貧困から抜け出すプロセス作りにつながった。

企業が直面する問題は国全体に広くまたがって異なるため、優先事項の決定は毎回十分に検討される必要がある。改革の気運を維持するため、セネガル、トルコ、ベトナムといった多様な国々では、ステークホルダーが参加し問題を検討する専門機関が設立された。効果的な広報活動も改革の進展を維持する上で重要な役割を果たすと本書は報告している。

国際社会も単なる支援の提供を超えた取り組みが必要

国際的な援助よりも途上国の投資環境整備に努めるほうが効果的に成長や貧困削減を促進できるだろう。途上国が各国の投資環境の改善に努めることができるよう先進国も支援を強化するべきだと本書は述べている。具体的には：

途上国の投資環境を悪化させる先進国内の貿易規制、補助金、市場のゆがみの撤廃。この取り組みによって、途上国が投資環境整備のために受け取る援助の4倍以上の利益を彼らにもたらすことができる。

投資環境整備おけるより効果的な途上国支援。政策改善のデザインや実施にまつわる技術支援は特に有効であるが、途上国が現在受け取っているリソースは、企業や取引に個別に向けられた支援よりもはるかに少ない。

政策改善のデザインや実施に関するガイダンスを政策立案者に提供するために、投資環境問題に関するナレッジの提供・共有に取り組む。

ジャーナリストの方々は、解禁前に下記のオンライン・メディア・ブリーフィングセンター（OMBC）より報告書をご覧頂けます。

http://media.worldbank.org/secure/

OMBCへアクセスするパスワードをまだ取得されていない方は、下記ウェブサイトでお申込下さい。

http://media.worldbank.org/

本報告書は、解禁後直ちに下記ウェブサイトで一般公開されます。記事中に本アドレスを書いて頂けると幸いです。

http://www.worldbank.org/wdr2005
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